
殿
 

長
 

局
部
 

労
働
 
準
 

県
基
 

 
 
道
男
 

都
 

某男 補 登第 0 1 2 1 0 0 1 号 

平成 1 6 年上同 2 1 日 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 契 印 省 略 ) 

開設者以外の 柔道整復 師 が担当した施術に 係る療養 ( 補償 ) 給付たる 

療養の費用の 受任者払の取扱いに 係る運用上の 留意点について 

今般、 平成 1 6 年 1 月 2 1 日付け 基登 第 0 1 2 1 0 0 7 号「開設者以覚の 柔道整復 師 

が 担当した施術に 係る療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 費用の受任者払の 取扱いについて」 ( 以 

下「局長通達」という。 ) が指示されたところであ るが、 その運用に当たって は 下記事項 

に留意し、 その取扱いに 遺漏のないよう 配意されたい。 

""" 

" 己 

ェ 開設者であ る柔道整復 師 が担当した施術に 係る療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 費用の 

受任者 払は ついて 

(1)  柔道整復 師 が施術所を開設し 工人で施術を 行っている場合、 当該施術に係る 療養 

( 補償 ) 給付たる療養の 費用 ( 以下「療養の 費用」という。 ) についての受任者払 

の取扱いは、 従前どおり昭和 3 4 年 8 月 5 日付け 基 登第 5 4 5 号「柔道整復 師 に対 

する療養補償費の 受任者払の取扱いについて」及び 平成 3 年 7 月 1 8 日付け補償課 

長事務連絡第 2 3 号「個人の申請に 基づく柔道整復師の 受任者払の取扱いについて」 

等 ( 以下「 54 5 号通達等」という。 ) によること。 

したがって、 局長通達の取扱規程の 指名施術所の 申請をする必要はないこと。 

(2)  柔道整復 師 が施術所を開設し 当該施術所で 複数の柔道整復 師 が施術を行 う 場合に 、 

開設した柔道整復 師 又は他の柔道整復 師 が担当した施術に 係る療養の費用について 

の受任者 私 を行 う ときには、 局長通達の取扱規程の 指名施術所の 申請をする必要が 

あ ること。 

2  取扱規程の「 2  指名施術 前 」について 

指名の取消しを 受けた施術所であ る場合は、 原則として取消し 後 5 年間は施術所の 

指名を行わないこととされている。 ただし、 不正若しくは 不当な請求の 金額及び件数 



0 割合が軽微であ ると認められる 場合は、 取消し後 2 年以上 5 年未満で施術双の 再 指 

名の取扱いをすることができるものであ ること。 

また、 次に掲げる事項に 該当する施術所から 指名施術所の 申請があ った場合に は、 

指名しないことができること。 

(1)  不正文ほ不当な 請求に関し返還すべき 金額を納付しないとき。 

(2)  二度以上重ねて 指名施術所の 指名を取り消されたとき。 
(3)  その他受任者払の 取扱いを認めることが 不適当と認められるとき。 

3  取扱規程「 6  指名申請」について 

(1) 指名申請において、 開設者が受任者 ( 「 3  受任者」の (1) ) であ って、 5 4 5 号 

通達等により 既に「指定。 指名番号」が 付与されている 場合は、 以下によること。 

①「指定・指名番号」については、 新たな番号を 振り出さず既に 振り出されている 

番号を使用しても、 新たな番号を 振り出しても、 いずれの方法でもよいこと。 

② 既に振り出されている 番号を使用する 場合には、 「指定薬局・ 指名機関登録 ( 変 

更 ) 報告書」 ( 珍 機様式第 2 2 号 ) の提出は不要であ ること。 

③ 既に振り出されている 番号を使用する 場合にほ、 「指名施術所の 指名通知書」 ( 様 

式 第 2 号 ) の「指名番号」欄には、 当該番号を記載すること。 

(2)  取扱規程「 6  指名申請」の (2) において「別に 定める」とは、 短期給付一元管 

理システムに 係る労災保険業務機械処理事務手引をい う ものであ ること。 

4  取扱規程の手交 

「開設者以覚の 柔道整復 師 が担当した施術に 係る受任者払の 指名施術双申請書」 ( 様 

式第二号 ) の提出に当たっては、 受任者となるべき 者が取扱規程の 諸事項を遵守する 

ことの確約を 行 う ものであ るので、 当該受任者となるべき 者に対し予め 取扱規程を手 

交する必要があ ること。 

5  労働基準監督署長への 連絡 

所轄局長は、 受任者から提出された「柔道整復施術費用の 受任者 私 に係る同意書」 ( 様 

式 第 1 号 一 2 、 変更の場合を 含む。 ) の 写しを速やかに 管下の労働基準監督署長へ 送付 

すること。 




